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国民生活を取り巻く社会経済情勢の深刻な悪化に対応するため、政府においては、昨夏以

来の数次にわたる対策に続き、今年４月策定した「経済危機対策」に取り組むこととされた。

本府としても、政府において対策が講じられる趣旨を踏まえ、また、事業の実施に伴う地方

負担に対して手厚い財政措置が講じられることも考慮して、財政再建プログラム（案）に掲げた

「収入の範囲内で予算を組む」、「将来的にも財政健全化団体にならない」という目標を達成す

るための財政規律を堅持しつつも、可能な限りの対策を講じる必要がある。

こうした状況を踏まえ、国が講じる施策の内容が明らかになったもので、本府として緊急に措

置が必要なもの等について補正予算を編成した。

新型インフルエンザに対しては、当面の緊急的な措置を講ずるため、補正予算を追加した。
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（１）性質別内訳
単位：百万円、％
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補正予算の内訳

歳 出
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計
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平成２１年度５月補正予算について

補正額 補正後予算額
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（２）部局別内訳
単位：百万円、％
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(注) 補正前予算額は、平成21年4月の組織機構改革に伴い関連部局で事業費を調整した後の数値
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単位：百万円、％
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※「公共投資交付金」「経済危機対策交付金」は、国の経済対策において地方公共団体への配慮とし

て創設される「地域活性化・公共投資臨時交付金」「地域活性化・経済危機対策臨時交付金」である。

※「公共投資交付金」の交付限度額（全国ベース：追加負担額の９割。ただし、個別団体への配分は

財政力等により異なる）の算定方式は現時点で不明のため、５月補正予算上は、本府の地方負担

額の追加分の概ね８割として見込んでいる。交付金の制度詳細が判明後、府債を含む財源につい

て改めて精査予定。

（各表においては、端数処理の関係上、合計と内訳が一致しない場合がある。）
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５月補正における国直轄事業負担金の計上について

本府では国直轄事業負担金の廃止を求めているが、地方負担の軽減措置が講じられ
ていることも踏まえ、国の経済対策に対応する観点から、本府として着実な事業推進が必
要なものを５月補正で計上。

ただし、負担金の廃止主張と負担軽減はそもそも別議論であり、執行に当たっては、詳
細な内訳明細書など府民への説明責任を果たす上で十分納得できる情報開示がなされ
るよう、当初計上分等とあわせ、引き続き国に求めていく。
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５月補正予算 新型インフルエンザ対策の追加について

項 目

１ 新型インフルエンザに対する医療体制の確保促進 １.３８億円

・ ２次感染防止のための初期整備費を補助

２ 慢性疾患患者（人工透析）や妊婦等への対策の強化 ７.６４億円

・ 健康成人より重症化する可能性が高い患者(※)を受け入れる

医療機関に対して陰圧室の整備費を補助（756,000 千円）
(※) 妊婦、慢性疾患患者(人工透析)、小児慢性特定疾患患者等

・ 重症化リスクのある方に対する普及啓発（7,920 千円）

３ 抗インフルエンザウイルス薬の備蓄追加 ０.５８億円

・ 主に若年者等に対する使用が想定されるリレンザを追加購入

合 計 ９.６０億円

財 源 地域活性化・経済危機対策臨時交付金

１医療機関上限１５０千円×９２０箇所
・一般患者とは別に診察場所を設けるための備品などの購入
・府内の病院・有床診療所を対象（発熱外来開設病院等を除く）

陰圧室の整備費補助
＜入院対応用＞ １床あたり上限３，０００千円×１２６床
＜外来対応用＞ １医療機関上限３，０００千円×１２６箇所

当初予算措置による確保分 約３万人分（88,450 千円）
追加予算措置による確保分 約２万人分（58,000 千円） 合計で約５万人分を備蓄

資 料 ２


